
計算書類
貸 借 対 照 表 

(単位：千円) (単位：千円)
当期 前期(ご参考） 当期 前期(ご参考）

2026年3月31日現在 2025年3月31日現在 2026年3月31日現在 2025年3月31日現在

（資産の部） （負債の部）
 流動資産 3,234,849 3,431,874  流動負債 687,763 600,673

現金及び預金 1,283,090 1,750,860 支払手形 372 36,327
受取手形 1,216 59,221 電子記録債務 133,940 42,713
電子記録債権 186,126 35,233 買掛金 97,535 59,382
売掛金 155,052 124,075 未払金 159,312 47,752
製品 586,077 498,364 ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ未払金 83,978 66,425
原材料・貯蔵品 103,124 77,741 未払費用 59,298 103,418
仕掛品 39,374 39,096 未払法人税等 3,438 129,000
未成工事支出金 - 1,232 未払消費税等 10,540 38,272
ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ未収入金 8,337 31,267 預り金 8,712 12,126
ＣＭＳ短期貸付金 818,292 810,560 契約負債 - 955
その他の流動資産 54,157 4,220 賞与引当金 71,301 29,178

 固定資産 1,320,723 800,959 工事損失引当金 - 2,900
  有形固定資産 1,078,788 628,264 繰延税金負債 59,332 32,221

建物 215,493 226,932  固定負債 140,222 142,146
構築物 44,135 46,083 退職給付引当金 140,222 142,146
機械装置 271,014 176,924 827,985 742,819
車両運搬具 1,808 3,037 （純資産の部）
工具器具備品 36,006 36,556  株主資本 3,613,687 3,428,159
土地 142,995 138,730  資本金 222,750 222,750
建設仮勘定 367,333 -  利益剰余金 3,395,696 3,210,168

  無形固定資産 5,183 6,123 利益準備金 55,687 55,687
電話加入権 1,590 1,590 その他利益剰余金 3,340,008 3,154,480
その他の無形固定資産 3,593 4,532     別途積立金 1,400,000 1,400,000

  投資その他の資産 236,751 166,571     繰越利益剰余金 1,940,008 1,754,480
投資有価証券 206,699 135,543  自己株式 △ 4,758 △ 4,758
長期前払費用 - 1,045  評価･換算差額等 113,900 61,854
長期差入保証金 20,000 20,000 その他有価証券評価差額金 113,900 61,854
その他の投資 10,051 9,982 3,727,587 3,490,014

4,555,573 4,232,833 4,555,573 4,232,833
 (注）金額は、千円単位未満を切り捨てて表示しております。

科        目 科        目

負債合計

純資産合計
資産合計 負債・純資産合計



1 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準および評価方法

① 有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

市場価格のあるもの

市場価格のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準および評価方法

製品、仕掛品、原材料および貯蔵品 移動平均法による原価法

未成工事支出金 個別原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定率法

② 無形固定資産 定額法

(3) 引当金の計上基準

① 賞与引当金

② 退職給付引当金

③ 工事損失引当金

（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

受注工事に係る損失に備えるため、当会計年度末未引渡工事のうち

損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積もることができる

工事について、損失見積額を計上しております。

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度負

担額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務（期末自己都合要支給額）に基づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上しております。 また、役員退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。

ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）ならびに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築

物については定額法を採用しております。

個 別 注 記 表



(4) 工事売上高および工事売上原価の計上基準

(5) 消費税等の処理方法

消費税および地方消費税の会計処理方法は、税抜方式を採用しております。

2 貸借対照表等に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 千円

(2) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

短期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

3 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 千円

売上原価 千円

販売費及び一般管理費 千円

4 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項

株 株 株 株

(2) 自己株式の種類および総数に関する事項

株 株 株 株

前事業年度末株式の種類

普通株式

株式の種類 前事業年度末 当期増加 当期減少

普通株式 95,175 0 0 95,175

545,625

4,478

4,455,000 0 0 4,455,000

当事業年度末

818,292

48,468

6,107

工事契約について、財またはサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転す

る場合には、財またはサービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の

期間にわたり収益を認識する方法としております。なお、取引開始から完全に履行義務

を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合には、代替的な取扱いを適用

し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識

しております。

3,032,713

当事業年度末当期減少当期増加



(3) 配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、効力発生日が翌事業年度となるもの

2026年6月12日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

5 税効果会計に関する注記

6 リースにより使用する固定資産に関する注記

7 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

(2) 金融商品の時価等に関する事項

配当の原資
配当金

の総額

利益剰余金 21,799千円

2026年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は次表には含めておりませ

ん。（（注）をご参照ください。）また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及

び売掛金、電子記録債権、ファクタリング未収入金、ＣＭＳ短期貸付金、支払手形及び買

掛金、未払金、ファクタリング未払金、未払費用、預り金は短期間で決済されるため時価

が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認等であり、繰延税金負債の発生

の主な原因は、その他有価証券評価差額金であります。

事務機器、営業用車両および工場用作業車等の一部については、所有権移転外ファイナン

ス・リース契約により使用しており、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

株式の種類
配当金

の総額

普通株式 21,799千円

普通株式

１株当たり

配当額

１株当たり

配当額

5.00円

5.00円 2026年3月31日

基準日 効力発生日

効力発生日株式の種類 基準日

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。受取手形、電子記録債

権および売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に則ってリスク低減を図ってお

ります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については決算期ごとに時

価の把握を行っています。

定時株主総会
2025年3月31日

2025年6月13日
2025年6月16日

決議

2026年6月15日



(注) 市場価格のない株式等

8 関連当事者との取引に関する注記

親会社および法人主要株主等

9 １株当たり情報に関する注記

(1)  １株当たり純資産額 854円99銭

(2)  １株当たり当期純利益 47円55銭

(注)上記の金額は表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。

時価 差額

投資有価証券 202,274 202,274 -                                

（単位：千円）

貸借対照表計上額

(注)記載の金額は特段の記載がある場合を除き、表示単位未満の端数を切り捨てて 表示して

おります。

(単位：千円）

親会社 日本コンクリート工業株式会社 (被所有) CMS短期貸付金 818,292

 直接 65.7% 買掛金 46,951

未払金 1,516

親会社の子会社 東北ポール株式会社  - 製品の販売  -  -

ＮＣ東日本コンクリート工業株式会社  - 原材料の仕入 買掛金 20

主要株主(法人) 太平洋セメント株式会社 (被所有)

 直接 10.3%

主要取引先 北海道電力ネットワーク株式会社 (被所有)

 直接 5.1%

(注) 所有割合は、小数点以下第2位を四捨五入して表示しております。

種     類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者との関係 科目 期末残高

資金の貸付

原材料の仕入

役員の兼任

役員の兼任 ⾧期差入保証金 20,000

製品の販売 売掛金 69,870

 非上場株式 4,425

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額


